
○山口南総合センター設置及び管理条例 

平成１７年１０月１日 

条例第６９号 

（設置） 

第１条 長寿社会に対応した市民の文化の向上、健康及び福祉の増進並びに体育の振興を

図るため、山口南総合センター（以下「センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

山口南総合センター 山口市名田島１２１８番地１ 

（事業） 

第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

（１） 文化の育成及び生涯学習の推進に関すること。 

（２） 健康づくり及び福祉の増進に関すること。 

（３） 体育及びレクリエーション活動に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、センターの目的を達成するために必要な事業 

（管理） 

第４条 センターの管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３

項の規定により、法人その他の団体であって山口市教育委員会（以下「教育委員会」と

いう。）が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせるものとする。 

（指定管理者が行う業務） 

第５条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

（１） 第９条に規定する利用の許可、第１０条に規定する利用の制限、第１１条に規

定する利用許可の取消し等及び第１９条に規定する原状回復の義務に関すること。 

（２） 第１３条に規定する利用料金の徴収、第１４条に規定する利用料金の減免及び

第１５条に規定する利用料金の還付その他利用料金に関すること。 

（３） センターの施設及び附属設備の維持及び修繕に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、第３条に規定する事業の運営に関して教育委員会



が必要と認めること。 

（指定管理者の管理指定期間） 

第６条 指定管理者がセンターの管理を行う期間は、指定を受けた日の属する年度の翌年

度の４月１日（当該指定を受けた日が４月１日である場合には、当日）から起算して５

年間とする。ただし、指定期間満了後の再指定を妨げない。 

２ 教育委員会が、指定管理者の指定の取消し又は期間を定めて業務の全部若しくは一部

の停止を命じた場合、次に指定された指定管理者がセンターの管理を行う期間は、前項

の規定にかかわらず、管理を開始した日の属する年度の翌々年度の３月３１日までとす

る。 

（休館日） 

第７条 センターは、次に掲げる日を休館とする。 

（１） 月曜日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休

日に当たるときは、その翌日以後の日であって当該休日に最も近い休日でない日） 

（２） １２月２９日から翌年の１月３日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、指定管理者が必要があると認めたときは、あらかじめ教育

委員会の承認を得て、休館日を変更し、又は臨時に休館することができる。 

（開館時間） 

第８条 センターの開館時間は、午前９時から午後１０時までとする。ただし、指定管理

者が必要があると認めたときは、あらかじめ教育委員会の承認を得て、これを変更する

ことができる。 

（利用の許可） 

第９条 センターの施設を利用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の許可を受けな

ければならない。その許可に係る事項を変更しようとするときも同様とする。 

２ 指定管理者は、センターの管理運営上必要があると認めるときは、前項の許可に条件

を付することができる。 

（利用の制限） 

第１０条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、センター

の利用を許可しないことができる。 



（１） 公の秩序又は善良な風俗を乱し、又は乱すおそれがあるとき。 

（２） 建造物又は附属設備を損傷するおそれがあるとき。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、管理運営上センターを利用させることが適当でな

いとき。 

（利用許可の取消し等） 

第１１条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、許可した事項を変更

し、又は許可を取り消し、若しくは利用の中止を命ずることができる。 

（１） 利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）が、この条例又はこの条例

に基づく規則若しくは指示に違反したとき。 

（２） 災害その他不可抗力によってセンターの利用ができなくなったとき。 

（３） 正規の手続によらないで利用の目的、内容等を変更したとき。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、センターの管理上の都合により、指定管理者が特

に必要と認めたとき。 

２ 前項の規定により許可した事項を変更し、又は許可を取り消し、若しくは利用の中止

を命じた場合において利用者に損害が生じても、指定管理者はその賠償の責めを負わな

いものとする。ただし、前項第４号に該当する場合は、この限りでない。 

（利用料金） 

第１２条 市長は、地方自治法第２４４条の２第８項の規定により、適当と認めるとき

は、指定管理者にセンターの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該指定

管理者の収入として収受させることができる。 

２ 利用料金は、別表第１から別表第４までに定める基準額の範囲内で指定管理者が定め

るものとする。ただし、当該指定管理者は、あらかじめ当該利用料金について市長の承

認を受けなければならない。その額を変更するときも同様とする。 

３ 市長は、前項の承認をしたときは、その旨を公告しなければならない。 

（利用料金の徴収） 

第１３条 利用者は、前条の利用料金を指定管理者に前納しなければならない。ただし、

国又は地方公共団体が利用する場合に限り、後納させることができる。 

（利用料金の減免） 



第１４条 指定管理者は、市長が別に定める基準に従い、利用料金を減額し、又は免除す

ることができる。 

（利用料金の不還付） 

第１５条 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者は、市長が別に定める基

準に従い、利用料金の全部又は一部を還付することができる。 

（特別な設備） 

第１６条 利用者は、その主催する事業に必要な場合において、センターに特別な設備を

設置し、又は建造物又は附属設備の変更を加えようとするときは、あらかじめ教育委員

会の許可を受けなければならない。当該許可を受けた内容を変更しようとするときも同

様とする。 

（利用者の管理義務） 

第１７条 利用者は、センターの利用期間中、センターの施設及び附属設備を善良な管理

者の注意をもって管理しなければならない。 

（目的外利用、権利の譲渡等の禁止） 

第１８条 利用者は、センターを許可目的以外の目的に利用し、又はその利用に関する権

利を第三者に譲渡し、又は転貸してはならない。 

（原状回復の義務） 

第１９条 利用者は、センターの利用を終了したとき、又は第１１条第１項の規定により

許可を取り消され、若しくは利用の中止を命ぜられたときは、その利用した施設又は設

備を速やかに原状に回復しなければならない。ただし、指定管理者の承認を得たとき

は、この限りでない。 

２ 利用者が前項の義務を履行しないときは、指定管理者がこれを行い、その費用を当該

利用者から徴収することができる。 

（損害賠償） 

第２０条 利用者は、故意若しくは過失により、センターの施設又は附属設備を損傷し、

又は滅失したときは、その損害を賠償しなければならない。 

（委任） 

第２１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員



会規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、合併前の山口南総合センター条例（平成１２年山

口市条例第７号）又は山口南総合センター条例施行規則（平成１２年山口市教育委員会

規則第２号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相

当規定によりなされたものとみなす。 

３ 平成１７年１０月１日から平成１９年３月３１日までの間は、財団法人山口市公営施

設管理公社を第４条の規定により指定した指定管理者とする。 

附 則（平成２１年１２月１８日条例第４５号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、教育委員会の職務権限によりなされた処分、手続

その他の行為のうち、この条例の規定により市長が管理し、及び執行するものとした事

務に係るものにあっては、この条例の施行の日以後においては、市長によりなされたも

のとみなす。 

附 則（平成２４年６月２８日条例第３７号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の山口南総合センター設置及び管理条例別表第１、別表第２及

び別表第４の規定は、この条例の施行の日以後の利用に係る利用料金について適用し、

同日前の利用に係る利用料金については、なお従前の例による。 

附 則（平成２５年１２月１９日条例第５８号）抄 

（施行期日） 



１ この条例は、平成２６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

附 則（平成２７年６月２５日条例第３７号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月１５日条例第１３号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、市長によりなされた処分、手続その他の行為のう

ち、この条例の規定により山口市教育委員会が管理し、及び執行するものとした事務に

係るものにあっては、この条例の施行の日以後においては、山口市教育委員会によりな

されたものとみなす。 

附 則（平成３１年３月１４日条例第１号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

別表第１（第１２条関係） 

ホール等基本利用料金 

時間区分 

利用施設 

午前 午後 夜間 昼間 午後及び

夜間 

全日 備考 

午 前 ９ 時

か ら 正 午

まで 

午後１時

から午後

５時まで 

午後６時

から午後

１０時ま

で 

午前９時

から午後

５時まで 

午後１時

から午後

１０時ま

で 

午前９時

から午後

１０時ま

で 

    円 円 円 円 円 円 控室、ホ

ワイエを

含む。 

ホール 平日 ９，９０

０ 

１７，６

００ 

１７，６

００ 

２４，２

００ 

３５，２

００ 

４１，８

００ 

土 曜 日 ・

日 曜 日 ・

１２，１

００ 

２０，９

００ 

２０，９

００ 

２９，７

００ 

４０，７

００ 

４９，５

００ 



休日 

ホワイエ １，６５

０ 

２，２０

０ 

２，２０

０ 

３，８５

０ 

５，５０

０ 

７，１５

０ 

  

リハーサル室 ６６０ ８８０ ８８０ １，５４

０ 

２，２０

０ 

２，８６

０ 

  

控室（大） ３３０ ４４０ ４４０ ７７０ １，１０

０ 

１，４３

０ 

  

控室（小） １９０ ２６０ ２６０ ４６０ ６６０ ８５０   

多目的ホール １，６５

０ 

２，２０

０ 

２，２０

０ 

３，８５

０ 

５，５０

０ 

７，１５

０ 

  

備考 

１ 休日とは、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休

日をいう。 

２ 利用者が入場料その他これに類する料金（料金の額に段階があるときは、最高の

額をその料金とする。）を徴収するとき又は営利、営業、宣伝等の目的で利用する

ときは、基本利用料金に次の割合を乗じて得た額を加算する。 

区分 率 

入場料又は会費等が１，０００円未満の場合 ２０パーセント 

入場料又は会費等が１，０００円以上５，０００円未満の場合 ３０パーセント 

入場料又は会費等が５，０００円以上１０，０００円未満の場

合 

５０パーセント 

入場料又は会費等が１０，０００円以上の場合 １００パーセント 

入場料又は会費等は徴収しないが営利等を目的とする場合 １５０パーセント 

３ ホールの舞台部分のみを利用するときの利用料金は、基本利用料金の３０パーセ

ントに相当する額とする。 

４ 利用時間を超過し、又は繰り上げて利用するときは、当該超過し、又は繰り上げ

る１時間につき規定の利用料金の１時間当たりの金額の１２０パーセントに相当す



る額を加算する。ただし、超過時間が午後１０時以後にわたるときは、１５０パー

セントに相当する額を加算する。この場合、１時間未満の端数は１時間とする。 

５ 上記により計算した額に１０円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

別表第２（第１２条関係） 

(1) 体育施設等基本利用料金 

入場料等を徴収しないでレクリエーション及びアマチュアスポーツに利用するとき 

時間区分 

利用施設 

午前 午後 夜間 延長料金１時間に

つき 午前９時から正午

まで 

午後１時から午後

５時まで 

午後６時から午後

１０時まで 

 円 円 円 円 

アリーナ ２，３１０ ３，０８０ ３，０８０ ７７０ 

多目的室 ３３０ ４４０ ４４０ １１０ 

運動広場（ソフト

ボール１面につ

き） 

８２０ １，１００ １，１００ ２７５ 

テニスコート（１

面につき１時間） 

１６５ 

備考 

１ 利用料金は、表の区分ごとに徴収するものとし、２以上の区分に該当する場合

は、該当する区分の合計額とする。 

２ 入場料等を徴収し、レクリエーション及びアマチュアスポーツで利用する場合

は、この表に定める利用料金の２倍の額とする。 

３ レクリエーション及びアマチュアスポーツ以外に利用する場合は、この表に定め

る利用料金の５倍の額とする。ただし、営利、営業、宣伝等の目的で利用する場合

は、この表に定める利用料金の１０倍の額とする。 

４ 準備及び整理のため、当日以外の日に利用する場合は、この表に定める利用料金

の額とする。 



５ 運動広場の全面を利用するときの利用料金は、ソフトボール２面分の額とする。 

６ 延長料金については、利用時間区分以外に利用する場合に加算するものとし、１

時間未満の端数があるときは、これを１時間として計算する。 

７ 上記により計算した額に１０円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

(2) 体育施設面基本利用料金 

利用施設 利用単位 時間単位 利用料金 

   円 

アリーナ １面（アリーナ全面の

６分の１面とする。） 

１時間 ５２ 

備考 上記により計算した額に１０円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

(3) 体育施設個人利用料金 

利用施設 時間区分 利用料金 

    円 

トレーニングルーム １回（４時間以内） １人１回につき ２１０ 

別表第３（第１２条関係） 

附属設備器具利用料金 

区分 単位 利用料金の額 

冷房 １時間 １０，０００円の範囲内で市長が定める。 

暖房 １時間 １０，０００円の範囲内で市長が定める。 

舞台関係設備道具 一式、１台又は１

脚 

１回につき１０，０００円の範囲内で市長が定め

る。 

音響設備 一式又は１台 １回につき１０，０００円の範囲内で市長が定め

る。 

照明設備 １列又は１台 １回につき１０，０００円の範囲内で市長が定め

る。 

体育関係設備器具 一式、１台又は１

脚 

１回につき１５，０００円の範囲内で市長が定め

る。 



その他の設備器具 一式、１台又は１

脚 

１回につき１５，０００円の範囲内で市長が定め

る。 

別表第４（第１２条関係） 

照明施設基本利用料金 

区分 単位 利用料金の額 

      円 

運動広場 全面 １時間 ４，１８０ 

２分の１面 １時間 ２，０９０ 

テニスコート １面 １時間 ３８５ 

アリーナ １面（アリーナ全面

の６分の１面とす

る。） 

１時間 １４７ 

備考 

１ 利用者が入場料その他これに類する料金を徴収するとき、又は営利、営業、宣伝

等の目的で利用するときの利用料金は、基本利用料金の２倍の額とする。 

２ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、これを１時間として計算する。 

３ 上記により計算した額に１０円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

 


